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構成比 構成比 増 減 額 増減率

18.5 18.4 30,257 0.9

0.3 0.3 7,533 17.1

2.9 3.0 △ 8,689 △ 1.7

0.4 0.4 △ 3,491 △ 4.7

0.2 0.1 10,886 45.5

0.0 0.0 1,300 129.9

7.9 7.2 117,210 9.2

0.8 0.9 0 0.0

1.5 1.5 △ 10,322 △ 3.8

32.5 31.8 144,684 2.6

1.2 1.2 △ 4,900 △ 2.3

0.0 0.0 △ 3,200 △ 59.3

0.1 0.1 3,600 18.3

0.1 0.1 △ 4,300 △ 20.6

3.2 2.4 126,600 29.3

0.2 0.2 △ 2,200 △ 7.0

0.1 0.1 △ 100 △ 0.6

0.0 0.1 0 0.0

37.9 37.3 127,135 1.9

36.6 36.2 97,135 1.5

1.3 1.1 30,000 15.8

0.0 0.1 △ 100 △ 1.4

11.4 13.1 △ 283,154 △ 12.3

7.2 6.7 88,635 7.6

6.1 6.8 △ 121,700 △ 10.2

67.5 68.2 △ 73,684 △ 0.6

100.0 100.0 71,000 0.4

525,491

交通安全対策特別交付金

前年度との比較

43,990

配 当 割 交 付 金

7,000

558,500

29,400

16,600

地 方 特 例 交 付 金

款　　　　　　別

3,255,109

使 用 料

財 産 収 入

国 庫 支 出 金

小　　　　　　　　　計

利 子 割 交 付 金

ゴルフ場利用税交付金

普 通 交 付 税

地 方 交 付 税

平成２７年度

予 算 額

諸 収 入

地 方 譲 与 税

51,523分 担 金 及 び 負 担 金

手 数 料 70,074

516,802

小　　　　　　　　　計

県 支 出 金

市 債

合　　　　　　　　　　　計

株式等譲渡所得割交付金

依
　
存
　
財
　
源

特 別 交 付 税

地 方 消 費 税 交 付 金

自 動 車 取 得 税 交 付 金

5,400

73,565

2,200

16,800

23,300

1,071,400

6,449,750

2,014,520

1,258,855

220,000

寄 附 金

205,101

5,579,990

210,001

23,931

5,724,674

繰 入 金

繰 越 金

1,001

1,267,301

区分

自
　
主
　
財
　
源

34,817

2,301

予 算 額

259,537

150,000

平成２８年度

市 税

1,384,511

11,954,010

20,900

6,900

6,669,750

7,000

2,297,674

1,170,220

190,000

11,880,326

19,700

31,600

16,900

7,000

1,193,100

17,534,000

平成２８年度一般会計当初予算（案）総括表

（単位：千円、％）１.　性質別歳入の内訳

6,352,615

150,000

269,859

3,224,852

431,900

6,542,615

17,605,000
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（歳入）

市税 
3,255,109 

(18.5%) 

分担金及び負担金 
51,523 
(0.3%) 使用料及び手数料 

586,876 
(3.3%) 

財産収入 
34,817 
(0.2%) 

寄附金 
2,301 
(0.0%) 

繰入金 
1,384,511 

(7.9%) 

繰越金 
150,000 
(0.8%) 

諸収入 
259,537 
(1.5%) 

地方譲与税 
205,101 
(1.2%) 

利子割交付金 
2,200 
(0.0%) 

配当割交付金 
23,300 
(0.1%) 

株式等譲渡所得割交付金 
16,600 
(0.1%) 

地方消費税交付金 
558,500 
(3.2%) 

ゴルフ場利用税交付金 
29,400 
(0.2%) 

自動車取得税交付金 
16,800 
(0.1%) 

地方特例交付金 
7,000 
(0.0%) 

地方交付税 
6,669,750 

(37.9%) 

交通安全対策特別交付金 
6,900 
(0.0%) 

国庫支出金 
2,014,520 

(11.4%) 

県支出金 
1,258,855 

(7.2%) 

市債 
1,071,400 

(6.1%) 

H28年度当初 

自主財源 

5,724,674 
(32.5%) 

依存財源 

11,880,326 
(67.5%) 

市税 
3,224,852 

(18.4%) 

分担金及び負担金 
43,990 
(0.3%) 

使用料及び手数料 
599,056 
(3.4%) 

財産収入 
23,931 
(0.1%) 

寄附金 
1,001 
(0.0%) 

繰入金 
1,267,301 

(7.2%) 

繰越金 
150,000 
(0.9%) 

諸収入 
269,859 
(1.5%) 

地方譲与税 
210,001 
(1.2%) 

利子割交付金 
5,400 
(0.0%) 

配当割交付金 
19,700 
(0.1%) 

株式等譲渡所得割交付金 
20,900 
(0.1%) 

地方消費税交付金 
431,900 
(2.4%) 
ゴルフ場利用税交付金 

31,600 
(0.2%) 

自動車取得税交付金 
16,900 
(0.1%) 

地方特例交付金 
7,000 
(0.1%) 

地方交付税 
6,542,615 

(37.3%) 

交通安全対策特別交付金 
7,000 
(0.1%) 

国庫支出金 
2,297,674 

(13.1%) 

県支出金 
1,170,220 

(6.7%) 

市債 
1,193,100 

(6.8%) 

H27年度当初 

（単位：千円） 

（単位：千円） 

自主財源 

5,579,990 
(31.8%) 

依存財源 

11,954,010 
(68.2%) 
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構成比 構成比 増 減 額 増減率

17.2 17.8 △ 98,641 △ 3.2

18.7 18.4 57,738 1.8

15.3 14.0 250,195 10.2

51.2 50.2 209,292 2.4

6.9 8.4 △ 265,235 △ 18.0

1.6 4.7 △ 548,435 △ 66.7

5.3 3.7 283,200 43.4

0.0 0.0 0 0.0

0.0 0.0 0 0.0

6.9 8.4 △ 265,235 △ 17.9

16.5 16.1 94,677 3.4

0.6 0.6 5,462 5.2

13.1 12.8 52,323 2.3

0.2 0.1 9,634 46.9

0.3 0.9 △ 101,916 △ 63.7

11.0 10.7 66,763 3.6

0.2 0.2 0 0.0

0.0 0.0 0 0.0

41.9 41.4 126,943 1.7

100.0 100.0 71,000 0.4

1,481,290

2,817,749

7,256,981

0

104,185

2,251,360

20,538

160,112

1,873,037

30,000

3,121,613

3,228,530

1,474,806

0

2,445,586

6,484

17,534,00017,605,000

7,383,924

投
資
的
経
費

普 通 建 設 事 業

補 助 事 業 費

単 独 事 業 費

災 害 復 旧 事 業 費

失 業 対 策 費

小　　　　　　計

物 件 費

2,303,683

義
務
的
経
費

3,022,972

3,286,268

2,695,781

9,005,021

公 債 費

小　　　　　　計

人 件 費

扶 助 費

前年度との比較

予 算 額 予 算 額

平成２８年度

平成２８年度一般会計当初予算（案）総括表

（単位：千円、％）１.　性質別歳出の内訳

性質 区　　　　分

273,247

平成２７年度

8,795,729

821,682

653,124

小　　　　　　計

1,939,800

0

2,912,426

前 年 度 繰 上 充 用 金

投 資 及 び 出 資 貸 付 金

繰 出 金

維 持 補 修 費

補 助 費 等

積 立 金

58,196

30,000

30,172

0

1,216,055

109,647

6,484

936,324

1,209,571

予 備 費

合　　　　　　　計

そ
の
他
の
経
費
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（歳出）

歳出合計

人件費 

 3,121,613 
 (17.8%) 

扶助費 

 3,228,530 
 (18.4%) 

公債費 

 2,445,586 
 (14.0%) 

物件費 

 2,817,749 
 (16.1%) 

維持補修費 

 104,185 
 (0.6%) 

補助費等 

 2,251,360 
 (12.8%) 

積立金 

 20,538 
 (0.1%) 

投資及び出資貸付金 

 160,112 
 (0.9%) 

繰出金 

 1,873,037 
 (10.7%) 

予備費 

30,000 
 (0.2%) 

普通建設事業 

1,474,806 
 (8.4%) 

災害復旧事業 

 6,484 
 (0.0%) 

H27年度当初 

義務的経費 

8,795,729 
(50.2%) 

その他の経費 

7,256,981 
(41.4%) 

投資的経費 

1,481,290 
(8.4%) 

人件費 

3,022,972 
(17.2%) 

扶助費 

3,286,268 
(18.7%) 

公債費 

2,695,781 
(15.3%) 

物件費 

2,912,426 
(16.5%) 

維持補修費 

109,647 
(0.6%) 

補助費等 

2,303,683 
(13.1%) 

積立金 

30,172 
(0.2%) 

投資及び出資貸付金 

58,196 
(0.3%) 

繰出金 

1,939,800 
(11.0%) 

予備費 

30,000 
(0.2%) 

普通建設事業 

1,209,571 
(6.9%) 

災害復旧事業 

6,484 
(0.0%) 

H28年度当初 

（単位：千円） 

（単位：千円） 

義務的経費 

9,005,021 
(51.2%) 

その他の経費 

7,383,924 
(41.9%) 

投資的経費 

1,216,055 
(6.9%) 
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構成比 構成比 増 減 額 増減率

1 1.0 1.1 △ 18,351 △ 9.1

2 12.6 12.2 73,382 3.4

3 37.3 37.2 44,629 0.7

4 10.2 10.6 △ 62,992 △ 3.4

5 0.0 0.0 △ 298 △ 11.4

6 3.7 3.2 94,647 16.8

7 0.8 0.8 5,571 4.1

8 5.1 8.3 △ 560,851 △ 38.6

9 3.4 3.6 △ 30,259 △ 4.8

10 10.2 8.8 265,693 17.3

11 0.0 0.0 0 0.0

12 15.3 13.9 250,195 10.2

13 0.2 0.1 9,634 46.9

14 0.2 0.2 0 0.0

100.0 100.0 71,000 0.4

増 減 額 増減率

1 100 0.6

2 155,273 2.8

3 26,653 6.0

4 2,076 1.6

5 △ 505 △ 13.5

6 69,609 1.6

7 △ 192 △ 6.4

253,014 2.4

16,519

467,616

127,690

16,619

5,675,480 5,520,207

440,963

10,417,73510,670,749

3,004

合　　　　　　　計

2,812

3,729

4,305,623

住宅新築資金等貸付事業

介 護 保 険

伊 沢 谷 簡 易 水 道 事 業

御 所 財 産 区

国 民 健 康 保 険

後 期 高 齢 者 医 療

農 業 集 落 排 水 事 業

4,375,232

3,224

129,766

658,131

平成２８年度一般会計当初予算（案）総括表

商 工 費 140,435

議 会 費

2,139,830

1,794,044

2,609

災 害 復 旧 費

教 育 費 1,801,082

597,931

6,515,165

202,369

総 務 費

衛 生 費

労 働 費

1,857,036

平成２７年度

農 林 水 産 業 費

184,018

2,213,212

6,559,794

2,311

民 生 費

（単位：千円、％）２.　目的別歳出の内訳

前年度との比較平成２８年度
区　　　　　　　分

予 算 額 予 算 額

諸 支 出 金

合計

563,484

1,535,389

2,445,586

20,538

891,605

6,484

30,172

134,864

1,452,456

消 防 費

17,534,000

628,190

土 木 費

公 債 費 2,695,781

30,000

6,484

予 備 費 30,000

区　　　　　　　分
平成２８年度

17,605,000

予　 算　 額 予　 算　 額

（単位：千円、％）

平成２８年度特別会計当初予算（案）総括表

前年度との比較平成２７年度
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【水道事業会計】

収益的収支 （単位：千円）

１．営業収益 635,522 １．営業費用 583,264

（１）給水収益 622,216 （１）原水及び浄水費 125,063

（２）受託工事収益 5,700 （２）配水及び給水費 65,500

（３）その他営業収益 7,606 （３）受託工事費 5,700

２．営業外収益 31,987 （４）総係費 148,536

（１）受取利息及び配当金 850 （５）減価償却費 236,764

（２）他会計負担金 3,235 （６）資産減耗費 1,001

（３）長期前受金戻入 21,900 （７）その他営業費用 700

（４）雑収益 6,001 ２．営業外費用 44,182

（５）消費税及び地方消費税還付金 1 （１）支払利息及び企業債取扱諸費 33,000

３．特別利益 2 （２）消費税及び地方消費税 11,131

（１）過年度損益修正益 1 （３）雑支出 51

（２）その他特別利益 1 ３．特別損失 301

（１）過年度損益修正損 300

（２）その他特別損失 1

４．予備費 1,000

（１）予備費 1,000

収 入 合 計 667,511 支 出 合 計 628,747

資本的収支 （単位：千円）

１．出資金 50,276 １．建設改良費 241,855

（１）出資金 50,276 （１）配水施設費 231,553

２．工事負担金 2,800 （２）配水設備費 10,001

（１）工事負担金 2,800 （３）営業設備費 301

３．企業債 50,000 ２．企業債償還金 99,000

（１）企業債 50,000 （１）企業債償還金 99,000

収 入 合 計 103,076 支 出 合 計 340,855

収　　　入 支　　　出

収　　　入 支　　　出
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１．学校施設空調機器整備事業 ≪１４，３１０千円≫

２．市場中学校体育館改築事業 ≪２７３，９９９千円≫

３．英語学力向上事業 ≪１６，４０３千円≫

４．学校教育ＩＣＴ活用事業 ≪３５，６４０千円≫

５．阿波市小・中・高合同音楽祭事業 ≪６５４千円≫

６．阿波シティマラソン ≪１０，１６１千円≫

１. 放課後児童健全育成事業等 ≪９３，４３０千円≫

　明日の本市を担う子供たちの快適な教育環境づくりの推進と生涯スポーツの振興を
図ります。

　児童・生徒の熱中症予防や学習環境確保のため、エアコンの設置を進めていきま
す。平成２８年度は設計業務を行い、平成２９・３０年度で工事を年次計画で行い
ます。

　平成２７年度に行った新体育館実施設計を基に、平成２８・２９年度で改築工事
を行います。

　国際感覚あふれる視野の広い人材の育成に向け、市内にある１０小学校全てに引
き続き市単独で英語講師を配置し、重点的に英語活動の充実に努めます。
　また、平成２６年度に文部科学省より阿波中学校区を「英語教育強化地域拠点」
としての指定を受けており、平成２８年度も引き続き英語教育の指導方法や研究開
発を行います。

　全小中学校にタブレットパソコンを導入し、ＩＣＴを活用したよりきめ細やかな
授業を行います。

　市内の小中学校、高校の児童、生徒が相互鑑賞し、発表能力の向上を図るため、
合同で音楽祭を開催します。

　市民が生涯を通じてスポ－ツに親しみ、健康・体力の維持や交流を図れるよう、
ハーフマラソン大会を開催します。

　急激に進む少子高齢化の中、市民のニーズを十分に踏まえた対策に取り組みます。
また、南海トラフ巨大地震などを踏まえた災害に強いまちづくりを総合的に進めま
す。

　平成２８年度より全児童館３ヶ所が放課後児童クラブに移行します。放課後児童
クラブ１０ヶ所の運営を行い、放課後児童の健全育成に努めます。

 人が輝くまちづくり 

 安全・安心のまちづくり 

大 綱 別 重 点 項 目 

継続 

継続 

継続 

継続 

継続 

継続 

新規 
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２．未熟児養育医療事業　 ≪１，９８７千円≫

３．母子保健事業 ≪２８，６１９千円≫

４．戦略的災害医療ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ推進事業 ≪１，４９４千円≫

５．災害廃棄物処理計画策定業務 ≪４，１９１千円≫

６．防災力向上事業 ≪１６，５８１千円≫

１．地方道整備事業 ≪１４７，３４０千円≫

２．公営住宅整備事業 ≪１３，２００千円≫

３．浄化槽整備事業費 ≪４１，３６０千円≫

　医学的管理を必要とする要配慮者やその家族が避難所生活を不安なく安心して送
れる快適な環境を確保出来るよう必要物品を購入します。

　身体の発達が未熟なままで生まれた乳児が、指定養育医療機関において速やかで
適切な処置を受けられるよう、医療の給付を行います。

　妊婦一般健康診査助成を一人１４回、乳児一般健康診査を一人２回実施し、疾病
等の早期発見を行い、安心して出産・育児ができる母子保健体制の充実に努めま
す。また、股関節脱臼の検診、新生児の訪問も行っています。

　今後発生が予想される南海トラフ巨大地震や近年大型化する台風などの災害から
速やかに復旧・復興を進めるため、災害廃棄物処理に関する基本的な計画を策定し
ます。

　消防団員の安全確保のために編み上げ長靴を購入し、老朽化した防災無線機器の
更新のため簡易型デジタル無線を導入します。
　また、地域防災力向上のため、防災士の資格を取得する市民に対し補助金を交付
します。

　市民の定住基盤となる快適な環境づくり、インフラ整備等をいろいろな分野から
中・長期的、広域的視点に立って進めます。

　市民生活に密着した市内の幹線道路整備を、国庫補助金や合併特例債等を有効活
用して行い、市民の利便性の向上を図ります。
　県道津田川島線から新庁舎へのアクセス道として、奈良坂東西線改良工事を進め
ていきます。

　市営住宅長寿命化計画に沿った改善事業で、屋外長寿命化にかかる防水工事や外
壁塗装工事等を実施し、住環境の整備を図ります。平成２８年度は東川原団地屋上
防水・外壁長寿命化改善工事を行います。

　合併処理浄化槽の新設や単独処理浄化槽等からの転換に対する設置費用を補助し、
環境に配慮したまちづくりを進めていきます。

 美しい環境・生活基盤の充実したまちづくり 

継続 

継続 

継続 

継続 

継続 

継続 

新規 

新規 
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４．上水道出資事業 ≪５０，０００千円≫

１．活力ある阿波市農業振興事業 ≪２１，５９７千円≫

２．新規就農総合支援事業 ≪４２，０００千円≫

３．阿波ベジ活性化魅力発信事業 ≪４，２００千円≫

１．総合計画策定事業 ≪８，７８１千円≫

２．阿波市元気なまちづくり活動支援事業 ≪２，５００千円≫

　住民自治に基づく個性豊かな地域づくり、市民と行政の協働のまちづくりを強く推
進します。

　新市場高区配水池から土成町配水池への送水管を布設する工事を行います。本事
業には一般会計から出資を行います。

　本市の基幹産業である農業生産基盤整備の推進や、観光の振興を総合的に進めま
す。

　「阿波市農業振興計画」の３つの重点プロジェクトである、「阿波市ブランド」
推進プロジェクト、「地産地消」促進プロジェクト及び「集落営農組織」推進プロ
ジェクトの実現に向けた様々な事業を展開することにより、阿波市の基幹産業であ
る農業の持続的発展を図ります。

　一定の条件を満たす新規就農者の方を対象に、年間１５０万円を上限として最長
５年間の支援を行うことにより、就農直後の不安定になりやすい経営状況の安定化
を図り、多くの新規就農者の確保を目指します。

　子供から大人まで幅広い年齢層に本市産の野菜・果物の魅力を伝えることができ
る事業を実施する団体等を支援することにより、農産物のブランド化や地産地消、
食育等の推進を図ります。

　第１次阿波市総合計画の期間が平成２８年度に終了するため、平成２７年度に行
った市民アンケート等の基本調査から市民ニーズの動向を分析し、第２次阿波市総
合計画を策定します。

　「あすに向かって人の花咲くやすらぎ空間・阿波市」を実現するため、地域の発
展・魅力向上や地域課題の解決につながる市民の方の自主的・主体的な活動に対し、
補助を行います。

 産業が発展するまちづくり 

 共に生き、共に築くまちづくり 

継続 

継続 

継続 

継続 

継続 

継続 
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３．コミュニティ活動支援事業 ≪５２，４１７千円≫

１．図書館指定管理事業 ≪８５，８８７千円≫

２．ケーブルネットワーク施設指定管理事業 ≪２３１，６６０千円≫

３．久勝保育所指定管理事業 ≪１０３，５９０千円≫

４．学校給食センター調理及び配送業務委託事業 ≪８５，３４８千円≫

５．公共施設整備計画 ≪６１，１１０千円≫

　平成２５年度から指定管理制度を導入し、民間企業が持つノウハウを活用するこ
とにより、更なる保育サービスの向上と運営経費の効率化を図っていきます。

　学校給食センターから市内の認定こども園（４・５歳児のみ）、幼稚園、小・中
学校へ地産地消・食育に配慮した学校給食の提供を行います。

　平成２７年度に、長期的な視点をもって更新・統廃合・長寿命化などの計画を策
定した公共施設等総合管理計画に基づき、旧支所の解体工事を行います。平成２８
年度は旧市場支所、平成２９年度は旧吉野支所・土成支所の解体工事を行います。

　まちづくりの基本はコミュニティ活動にありますが、近年、少子高齢化などの影
響により全国的にコミュニティ意識が希薄化していく傾向にあります。コミュニテ
ィ活動を活性化するための支援を行い、自治機能の向上・再構築を進め、地域の課
題を自ら解決することができる住民自治の地域づくり、個性豊かな地域づくりを推
進します。

　行財政改革を強く推進し、行財政基盤の強化を図ります。

　平成１９年度より指定管理制度による運営を行い、継続することで利用者へのサ
ービス向上に努めます。

　市内全体に整備されたケーブルテレビの施設を、平成２２年度から指定管理制度
を導入して運営を行い、サービスの向上と維持管理経費等の効率化を図っていきま
す。

 行財政改革にかかる取り組み 

継続 

継続 

継続 

継続 

継続 

継続 

-10-



１．地方移住推進事業 ≪２，１３９千円≫

２．雇用促進緊急助成事業 ≪３，０００千円≫

３．阿波市定住促進リフォーム事業 ≪１２，０００千円≫

４．市外運動部の受入れ推進事業 ≪０千円≫

　市内の施工業者を利用することを要件とし、住居環境の向上や子育て世帯を優遇
したリフォーム、定住維持と市外からの転入者を支援するリフォームに対し補助し
ます。市内業者を利用することで地域の活性化、リフォームを行うことで定住、市
外からの移住促進を図ります。

　専属の移住相談員を設置し、県外移住フェアへのブース出店、移住相談、空き家
の発掘、空き家物件の案内等を行うことで定住・移住者の増加を図ります。

　Ｕ・Ｉ・Ｊターン者、新規学卒者を新たに正規雇用として６ヶ月以上継続して雇
用した本市に住所を有する企業や団体に対して、助成します。若者の地元就職及び
Ｕ・Ｉ・Ｊターンを促進することで、将来的な人口の減少を防止します。

　市外の運動部に体育施設を利用してもらい、宿泊施設には地元の温泉宿泊施設を
斡旋し、優先的に施設使用出来る相談窓口を設置します。今後リピーターとなって
もらうことで、本市の知名度アップを図ります。

新しい人の流れづくり ～阿波市だからこそ住みたい「まちづくり」～

総 合 戦 略 事 業 総額 ９１，５９９千円

継続

新規

継続

継続

１．特産品認証ＰＲ事業 ≪８，７５０千円≫

２．育てよう！阿波ベジキッズ育成事業 ≪２，３４７千円≫

３．創業・経営支援事業 ≪９００千円≫

もらうことで、本市の知名度アップを図ります。

　本市の魅力ある農畜産物や加工品を「阿波市特産品」として認証し、その魅力を
市内外へ情報発信することによって、阿波市ブランドの創出、地産地消の促進、農
業者等の生産・販売意欲の醸成などを図り、所得向上や雇用創出に繋げます。

　子供たちが農業・販売体験や農産物のＰＲなど、地元の野菜・果物にふれ、その
魅力や地域の豊かさを知り、そして市内外に対して情報発信できるよう、日本野菜
ソムリエ協会が認定する”キッズ野菜ソムリエ”の育成を図ります。

　新規開業予定者や事業継承を予定する後継者等を対象とし、経営、財務人材育成、
販路開拓の知識を習得できる講座「創業セミナー」を実施します。また、創業後に
おいては、個社の経営課題に対し、経営指導員帯同のもと各種専門家の派遣を行い、
企業の現状把握・問題点の抽出・改善策の提案、指導を行うなど、専門的な経営支
援を実施します。

地域における仕事づくり ～農業を軸とした「しごとづくり」～

新規

新規

継続
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１．病児・病後児保育事業 ≪８，９３５千円≫

２．子育て応援ヘルパー派遣事業 ≪３００千円≫

３．不妊・不育治療に係る経費の助成事業 ≪５，０６０千円≫

４．子どもはぐくみ医療費助成事業 ≪２９，０４０千円≫

　主に就労家庭の子どもが病気の際に一時的に保育看護を実施することで、保護者
の子育てと就労の両立を支援します。保護者の労働等の事由により、家庭での保育
看護を受けることが困難となった小学校に就学している児童を、病気の回復期であ
り、かつ、集団保育が困難な期間において、病院に付設された専用スペースで一時
的に保育します。市内に施設ができることで、利用者は時間的、経済的負担が軽減
されます。

　家事や育児等について家庭等での援助が受けられず、日常生活に支障をきたすお
それのある妊婦や養育者に対し、家事や育児等の支援を行うホームヘルパーを派遣
し、親族や隣人などによる支援が受けにくい妊産婦等の負担軽減を図ります。

　平成２８年４月１日より、医療費助成の対象年齢を小学校修了までから中学校修
了までに拡大します。子どもに係る医療費の一部をその保護者に助成することによ
り、その疾病の早期発見と治療を促進し、子どもの保健の向上と福祉の増進を図り
ます。

　「子どもがほしいのに授からない」状況にある夫婦に、不妊不育治療の経済的負
担を軽減し、安心して出産・子育てができる母子保育体制の充実を図ります。

結婚・出産・子育ての希望をかなえる ～「子育てするなら阿波市」の実現～

新規

新規

新規

拡充

１．地域で活躍するリーダー育成塾事業 ≪６３５千円≫

２．学力向上推進講師派遣事業 ≪１８，４９３千円≫

　市内全小中学校１４校において、学習指導支援ができる講師を７名配置します。
また、学力向上支援コーディネーターとして１名を学校教育課に配置します。講師
の指導力を一層高め担任と連携、協力することで、学力の更なる向上を図ります。

　本事業は４カ年計画とし、本年度は、本市における課題の洗い出しを行い、最終
的に解決すべき課題を決定し、来年度以降は課題解決に向けた実践的取り組みを行
います。育成塾より巣立ったリーダーを中心に地域住民主体で地域の課題解決や地
域活性化に向けた取り組みを行えるよう図ります。

活力ある暮らしやすい地域づくり ～安心・安全な誇れる「まちづくり」～

新規

継続
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